
第二〇〇回 

閣第一四号 

   公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改正する

法律案 

 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和四十六年法律第

七十七号）の一部を次のように改正する。 

 第五条中「、」とあるのは「」の下に「第三十二条の四第一項中「当該事業場に、労働

者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組

織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面による協定に

より、次に掲げる事項を定めたときは」とあるのは「次に掲げる事項について条例に特別

の定めがある場合は」と、「その協定」とあるのは「その条例」と、「当該協定」とある

のは「当該条例」と、同項第五号中「厚生労働省令」とあるのは「文部科学省令」と、同

条第二項中「前項の協定で同項第四号の区分をし」とあるのは「前項第四号の区分並び

に」と、「を定めたときは」とあるのは「について条例に特別の定めがある場合は」と、

「当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、

労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者の

同意を得て、厚生労働省令」とあるのは「文部科学省令」と、同条第三項中「厚生労働大

臣は、労働政策審議会」とあるのは「文部科学大臣は、審議会等（国家行政組織法（昭和

二十三年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。）で政令で定めるもの」と、

「厚生労働省令」とあるのは「文部科学省令」と、「協定」とあるのは「条例」と、同

法」を加え、「同項」を「同法第三十二条の四第一項から第三項まで及び第三十三条第三

項」に改め、「、」と、「」の下に「から」を加え、「第三十二条の五まで、」を「、第

三十二条の三の二、第三十二条の四の二、第三十二条の五、」に改める。 

 第六条第一項中「第三項」の下に「及び次条第一項」を加える。 

 本則に次の一条を加える。 

 （教育職員の業務量の適切な管理等に関する指針の策定等） 

第七条 文部科学大臣は、教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育の水

準の維持向上に資するため、教育職員が正規の勤務時間及びそれ以外の時間において行

う業務の量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康

及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針（次項において単に「指針」と

いう。）を定めるものとする。 

２ 文部科学大臣は、指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、令和三年四月一日から施行する。ただし、次項の規定は公布の日から、



第六条第一項の改正規定及び本則に一条を加える改正規定は令和二年四月一日から施行

する。 

 （準備行為） 

２ 文部科学大臣は、この法律による改正後の公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与

等に関する特別措置法第五条の規定により読み替えて適用する地方公務員法（昭和二十

五年法律第二百六十一号）第五十八条第三項の規定により読み替えて適用する労働基準

法（昭和二十二年法律第四十九号）第三十二条の四第三項の文部科学省令を定めようと

するときは、この法律の施行の日前においても、同項（同項の審議会等を定める政令を

含む。）の規定の例により、当該政令で定める審議会等の意見を聴くことができる。 



     理 由 

 公立の義務教育諸学校等における働き方改革を推進するため、教育職員について労働基

準法第三十二条の四の規定による一年単位の変形労働時間制を条例により実施できるよう

にするとともに、文部科学大臣が教育職員の業務量の適切な管理等に関する指針を策定及

び公表することとする必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


